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問９ 下線部（ｈ）について。【資料10】は、1870年以降の主なできごとと大阪砲兵

工廠についてまとめた年表です。

【資料10】1870年以降の主なできごとと大阪砲兵工廠についてまとめた年表

年号 主なできごと 大阪砲兵工廠について

1870年 大阪砲兵工廠ができる。

1877年 Ｘ 戦争がおこる。 ①兵器を昼夜24時間体制で生産する。

1894年 日清戦争がおこる。 兵器の大量生産をはじめる。
しん

1904年 日露戦争がおこる。 働く人が前年より１万人増える。
にち ろ

1918年 軍事用に国産自動車をつくる。

1931年 満州事変がおこる。 砲兵工廠周辺の守りを固める。

1941年 ②アジア・太平洋戦争がおこる。

1944年 女子生徒が動員され、爆弾をつくる。
ばくだん

1945年 空襲により、破壊される。

ア

イ

ウ

エ
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（１）【資料10】の波線部①について。兵器を昼夜24時間体制で生産するようになっ

たのは、【資料10】の Ｘ 戦争が起こったためです。 Ｘ にあては

まることばを答えなさい。

（２）次の文が示すできごとは【資料10】のア～エのうちのどの時期にあたるか、

記号で答えなさい。

ロシア・ドイツ・フランスが日本に 遼 東半島を清に返すよう求めた。
りょうとう

（３）年表中の波線部②について。この戦争が始まる前の1941年４月に、日本はソ連

との間に中立条約（日ソ中立条約）を結んでいます。【資料11】はその条約の内

容の一部をわかりやすくしたものです。

【資料11】日ソ中立条約の内容の一部

第一条 この条約を結んだ両国は、両国の間に平和及び友好の関係を維持し、か
およ い じ

つお互いに国の領土を保ち、侵略しないことを約束する。
たが

第二条 この条約を結んだ一方の国が、条約を結んでいない別の国から軍事行動

を受けて発生した戦争については、それぞれ中立の立場を守ること。

（『世界史資料10』をもとに作成）

日本がこの時期にソ連との間に中立条約を結んだ理由を、このあと日本がと

った行動に触れながら、【資料11】を参考にして答えなさい。
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３．次の文章を読み、問いに答えなさい。

1989年、マルタ会談で（ａ）冷戦の終結が宣言されました。このとき人々は、これ

からの世界は核戦争の 脅 威が減り、（ｂ）自由と民主主義が広がると同時に、経済
かくせんそう きょう い

的にも豊かになるだろうと期待していました。かつて社会主義国であった東ヨーロッ

パの国々は新たに資本主義を導入し、経済のグローバル化も進展しました。

しかし、近年、民主主義の後退ということがいわれるようになりました。欧米をは
おうべい

じめ多くの国々で、民主主義の理念を軽視した政治を行おうとする政治家が（ｃ）選

挙で選ばれています。このような状況になった背景として、（ｄ）経済的な格差が拡

大していることが指摘されています。経済的に苦しい一部の人々は、これまでの政治

では経済的な格差は縮まらないと考え、新しい政治家に期待したのです。

また、（ｅ）核の脅威も未だにあります。冷戦の終結が宣言されてから約10年後の
いま

1998年、インドとパキスタンが相次いで核実験を行いました。2019年には、アメリカ

とロシアの間で結ばれていた 中 距離核戦 力 （ＩＮＦ）全廃条約が失効しました。現
ちゅうきょ り かくせんりょく ぜんぱい

在でも、核弾頭の数は全世界で約１万3000発あります。このようなことから、冷戦が

終わったときに人々が期待した通りにはならなかったことが分かります。

私たちは（ｆ）国内外の情勢に目を向け、（ｇ）民主主義の後退が起こらないよう

に、改めて民主主義とは誰のためのもので、何を目的としているのかを考え、守って
だれ

いくことが大切でしょう。
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問１ 下線部（ａ）について。冷戦の終結は、日本の安全保障政策にも影響を与えま

した。次のＸとＹの文は、冷戦後の自衛隊について説明したものです。それぞれ

の文が正しいか、誤っているかを判断し、その組み合わせとして適切なものを次

のア～エから１つ選び、記号で答えなさい。

Ｘ．防衛庁から防衛省になったことを受けて、自衛隊の最高指揮権は防衛大臣に

あると新しく憲法に明記された。

Ｙ．集団的自衛権の行使が容認されたが、これにもとづいて自衛隊に派遣命令が

出されたことはない。

ア．Ｘ＝正しい Ｙ＝正しい

イ．Ｘ＝正しい Ｙ＝誤っている

ウ．Ｘ＝誤っている Ｙ＝正しい

エ．Ｘ＝誤っている Ｙ＝誤っている

問２ 下線部（ｂ）について。自由と民主主義を守るものとして憲法があります。

【資料12】は日本国憲法第１条の条文です。次の にあてはまることば

を答えなさい。

【資料12】日本国憲法第１条

天皇は、日本国の 象 徴 であり日本国民統合の象徴であつて、この地位は、
しょうちょう

の存する日本国民の総意に 基 く。
もとづ
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問３ 下線部（ｃ）について、以下の問いに答えなさい。

（１）選挙制度の問題点として「一票の格差」が挙げられます。「一票の格差」と

は何か、説明しなさい。

（２）【資料13】は、衆議院議員総選挙における20代、60代以上、全体の投票率を

示しています。【資料13】について述べた文として正しいものを次のア～エか

ら１つ選び、記号で答えなさい。

【資料13】衆議院議員総選挙における20代、60代以上、全体の投票率

（総務省「衆議院議員総選挙年齢別投票率調」をもとに作成）

ア．全期間を通して、60代以上と全体の投票率の差よりも、20代と全体の投票率

の差の方が大きい。

イ．全期間を通して、60代以上の投票率は全体の投票率を下回っている。

ウ．全期間を通して、20代の投票率が50％を上回ることはない。

エ．全期間を通して、全体の投票率は第41回が最も低く、第45回が最も高い。

- 20 -

問４ 下線部（ｄ）に関連して。日本では、地方公共団体間の財政を調整するために、

収入の少ない地方公共団体に対して国が地方交付税を交付しています。【資料14】

のＡ～Ｃは、北海道、東京都、愛知県のいずれかを示しています。Ａ～Ｃの組み

合わせとして正しいものを次のア～カから１つ選び、記号で答えなさい。

【資料14】地方交付税の金額（2019年度）

順位 都道県名 金額

１位 Ａ 6017億4200万円

46位 Ｂ 715億1300万円

47位 Ｃ ０円（不交付）

全国合計 ８兆1796億800万円

（総務省「令和元年度 普通交付税 都道府県別決定額」をもとに作成）

ア．Ａ＝北海道 Ｂ＝東京都 Ｃ＝愛知県

イ．Ａ＝北海道 Ｂ＝愛知県 Ｃ＝東京都

ウ．Ａ＝東京都 Ｂ＝北海道 Ｃ＝愛知県

エ．Ａ＝東京都 Ｂ＝愛知県 Ｃ＝北海道

オ．Ａ＝愛知県 Ｂ＝北海道 Ｃ＝東京都

カ．Ａ＝愛知県 Ｂ＝東京都 Ｃ＝北海道
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問５ 下線部（ｅ）について。核廃絶に向けてさまざまな取り組みが行われているに

もかかわらず、核保有国の多くは、核兵器を持つことで戦争を防ぐことができる

と考えており、核兵器は簡単にはなくなりません。

核保有国は、なぜ核兵器を持つことで戦争を防ぐことができると考えているの

か、説明しなさい。

問６ 下線部（ｆ）について。2020年に起きた国内外の情勢を述べた文として誤って

いるものを次のア～エから１つ選び、記号で答えなさい。

ア．新型コロナウィルスの感染拡大に関連して、インターネット上に、感染者や
かんせん しゃ

医 療 従事者などへの誹謗中傷が書き込まれた。
い りょう ひ ぼう

イ．安倍晋三首 相 が自民党総裁の任期を満了して辞任したことに 伴 い、衆議院
しんぞうしゅしょう ともな

議員総選挙が行われた。

ウ．アメリカで黒人男性が白人警官に拘束され死亡したことをきっかけに、大規

模な抗議運動が広がった。
こう ぎ

エ．中国が南シナ海に建設した人工島を軍事拠点化していることに、批判が集ま
きょてん か

った。
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問７ 下線部（ｇ）について。近年、民主的な選挙制度が整っている国で、民主主義

の後退が起きていると指摘されています。【資料15】は、民主主義の後退が起き

ていると指摘されている国の状況です。

【資料15】民主主義の後退が起きていると指摘されている国の状況

2010年、総選挙が実施され、過半数の議席を獲得したある政党の党首が首相

になった。その首相は、憲法などの重要法の改正を重ね、裁判官の定年を引き

下げて、前政権時代に任命された裁判官を大量に辞めさせ、自らが任命する裁

判官に替えた。

（１）【資料15】の下線部は、民主主義の後退と指摘されている事例です。このこ

とが民主主義の後退と指摘されているのはなぜか、答えなさい。

（２）【資料15】の例からも分かるように、選挙などの制度を取り入れるだけでは

民主的な政治が行われるとは限らず、民主主義の後退が起きてしまうことがあ

ります。民主主義を後退させないために有権者や国民ができることはどのよう

なことか、考えて答えなさい。
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